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中小企業基盤整備機構では、中小企業の皆様が海外展開（海外投資、国際取

引、業務提携等）を図る際の疑問などに対して、海外ビジネスの経験が豊富な

専門家による無料相談を実施しています。本報告書に記載している中国の人事

労務管理におけるリスクに関する相談のほか、以下のような疑問がある場合に

は、ぜひご相談ください。皆様の海外展開に関する課題解決のお手伝いをさせ

ていただきます。

・ 海外に販路を拡大したいがどうしたらいいか？

・ 海外への製造委託や現地法人設立の方法や手続きは？

・ 中国、ベトナム、タイ、インド、米国などに海外展開するにあたって留意

すべき点は？

・ その他、海外展開に関するあらゆる疑問

この無料相談の特徴は、お客様の個別具体的なご相談に対し、国・地域別担

当の国際化支援シニアアドバイザーなど海外ビジネス専門家（常設）が、内容

に応じて各分野で専門性の高いスキルを持つ「国際化支援アドバイザー及び海

外販路開拓支援アドバイザー（計約 300 名）」と連携しながら、本部、関東本部

（東京）及び全国 10 の地域本部等（札幌・仙台・金沢・名古屋・大阪・広島・

岡山・高松・松山・福岡）において経営支援の観点に立ったアドバイスをご提

供しています。さらに、課題の解決まで「何度でも」ご利用頂くことができま

す。

無料相談をご利用の際は、以下の URL に掲載しているアドバイス利用申込

書に必要事項をご記入の上、E-mail、Fax 又は郵送にて当機構あてに送付して

ください（ 実 施 日 の 調 整 等 が 必 要 な た め 、 原 則 、 ご 利 用 希 望 日 の 1

週 間 前 ま で に ご 送 付 下 さ い ）。なお、無料相談をご利用いただけるのは、

中小企業の方に限りますので、あらかじめご了承ください。

（http://www.smrj.go.jp/keiei/kokusai/advice/000219.html）

海外展開に関する専門家による無料相談のご案内
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お問合せ先は次のとおりです。お気軽にご相談ください。

独立行政法人 中小企業基盤整備機構

（ 本部 ）国際化支援センター 海外展開支援課

電話：03-5470-1522 Fax：03-5470-1527

（http://www.smrj.go.jp/keiei/kokusai/）

以下、各地域本部となります。お近くの地域本部にお気軽にご相談ください。

（ 札幌 ）北海道本部 経営支援課

電話：011-210-7471 Fax：011-210-7481

（ 仙台 ）東北本部 経営支援課

電話：022-716-1751 Fax:022-716-1752

（ 東京 ）関東本部 経営支援課

電話：03-5470-1608 Fax:03-5470-1573

（ 金沢 ）北陸本部 経営支援課

電話：076-223-5546 Fax：076-223-5762

（名古屋）中部本部 経営支援課

電話：052-220-0516 Fax：052-220-0517

（ 大阪 ）近畿本部 経営支援課

電話：06-6944-2278 Fax：06-6910-3867

（ 広島 ）中国本部 経営支援課

電話：082-502-6555 Fax：082-502-6558

（ 岡山 ）中国本部 岡山オフィス

電話：086-214-5711 Fax：086-214-5712

（ 高松 ）四国本部 経営支援課

電話：087-811-1752 Fax：087-811-1753

（ 松山 ）四国本部 松山オフィス

電話：089-998-6531 Fax：089-998-6532

（ 福岡 ）九州本部 経営支援課

電話：092-263-0300 Fax：092-263-0310



128

※本調査書は、当機構が信頼できると考える各種データ、情報に基づいて作

成していますが、当機構が正確性及び完全性を保証するものではありません。

その点をご理解の上、ご活用いただきますようお願いいたします。

禁 無 断 転 載

「中国進出日系企業の人事労務管理におけるリスクとその対応策に関する調査」

－中国華東地域及び華南地域の日系企業を訪問して－

平成 24 年 3 月

独立行政法人 中小企業基盤整備機構 国際化支援センター

東京都港区虎ノ門 3-5-1 虎ノ門 37 森ビル

電話：03-5470-2375 E-mail：international@smrj.go.jp


